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総務省における集落ネットワーク圏と
地域運営組織の形成に対する支援について

平成２９年６月１日（木）

総務省 地域力創造グループ 過疎対策室

くらしの中に

2



集落ネットワーク圏の形成推進
（まち・ひと・しごと創生総合戦略：「小さな拠点」の形成関連）

○ 過疎地域等においては、小規模化･高齢化により集落機能が低下し、生活の維持が困難な集落が増加。

○ 個々の集落では様々な課題の解決が困難なケースもあることから、より広い範囲で、基幹集落を中心に複数集落で

「集落ネットワーク圏」を形成し、集落を活性化する取組が必要。

（１）事業実施主体 集落ネットワーク圏を支える中心的な組織

（地域運営組織）

※ 交付金の申請は市町村が行う。

（２）交付額 １事業当たり 2,000万円以内

（３）平成29年度予算積算額 4.0億円

（４）対象事業 集落ネットワーク圏の形成に係る取組及び

活性化プランに基づく活性化のための事業

・組織体制の確立

・活性化プランの作成

作成

具
体
的
事
業

集落ネットワーク圏

活性化
プラン

専門家等による支援

○ 高齢者サロンの開設

○ 雪下ろし、雪よせ

○ ボランタリーチェーン等と

連携した買物機能の確保

○ デマンドバス・タクシーの

運行

○ 伝統芸能や文化の伝承

○ 特産品の開発や６次産

業化による高付加価値化

○ 田舎暮らし体験等による

都市との交流産業化 等

地域運営
組織

・集落ネットワーク圏

計画を作成

・集落ネットワーク圏

の形成・活動を支援

市町村

※集落ネットワーク圏の範囲は、新旧小学校区、旧町村等を想定

集落ネットワーク圏における取組イメージ 過疎地域等自立活性化推進交付金
過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業
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地域運営組織について

平成29年度における地方財政措置（市町村分）

（１）地域運営組織の運営支援のための経費

地域の生活や暮らしを守るための組織である地域運営組織が持続可能な活動を
継続できるよう、地域運営組織の運営に係る所要の経費について地方交付税措
置を講ずる。

①運営支援に関する経費（運営交付金等）…普通交付税

②形成支援に関する経費（施設改修、ワークショップ開催等）…特別交付税

（２）高齢者等の暮らしを守る経費

地域における住民同士の支え合いによる高齢者支援の取り組み（高齢者交流、
声かけ・見守り、買物支援、弁当配達・配給食等）に係る所要の経費について、地
方交付税措置を講ずる（普通交付税）。

※（１）①及び（２）において、一般財源充当額のうち、普通交付税算定額を上回る経費に
ついて、特別交付税による措置を講ずる

市内全域で概ね小学
校区を単位とする任意
の住民組織「地域自主
組織」が結成され、小規
模多機能自治の活動と
して、高齢者の見守り事
業、配食事業等を実施し
ている。

先発事例①（島根県雲南市）

地域の生活や暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となって形成され、地域内の様々な関係
主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に基づき、地域課題の解決に向けた取り組みを
持続的に実践する組織。（全国には概ね小学校区を単位に３，０７１組織がある。）

地域課題の多様化・広域化により、自治会・町内会では対応が困難な課題について、既存の自治
会・町内会を補完しつつ、住民自治を充実させるための新たな仕組み。

サービス料支払い
構成員として参加

市町村
（地方公共団体）

地域運営組織 高齢者等

運営支援・連携

地域の暮らしを
支える

見守り・買物支援等

住民
自治会
ボランティア
ＮＰＯ法人 等

地域経営の方針
構成員として参加

地域運営組織等を通じた
生活支援

地域運営組織等に関する調査研究

（１）地域運営組織に関する調査研究（Ｈ２５～）

暮らしを支える地域運営組織に関する調査研究

（座長：小田切徳美 明治大学教授）

（２）「小さな拠点」の形成に向けた新しい「よろずや」づくり（Ｈ２６～Ｈ２８）

地域が主体となったコミュニティビジネスの形で地域住民が支える持続可能な拠点づくり
に関する調査研究

（座長：飯盛義徳 慶應義塾大学総合政策学部教授）

（３）地域における生活支援サービス提供の調査研究（Ｈ２６）

コミュニティビジネスを活用しながら生活支援サービスを継続的に展開する取り組みの
調査研究

（座長：作野広和 島根大学教育学部教授）

総務省ホームページ 地域づくり関連調査・統計資料

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/kanrentoukei.html

地域住民の出資により
創設。１００年以上継続。
食料品等日用品に加えて、
ＧＳも経営。また、商店を
拠点として、ボランティア
グループ「大棚結の会」に
よる惣菜販売等、高齢者
生活支援を実施している。

先発事例②（大棚商店（鹿児島県大和村））
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農林水産省 農村振興局 農村政策部
農村計画課 農村政策推進室

農山漁村振興交付金について
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【平成２９年度予算概算決定額： １０,０６０ （８,０００）百万円】農山漁村振興交付金

農泊推進対策 （新規） 都市農村共生・対流及び地域活性化対策（拡充）

山村活性化対策

○実施主体：市町村等
○実施期間：上限３年
○交付率 ：定額 (上限1,000万円)

活動計画づくり
・「農泊」を観光ビジネスとして自立的に活動できる
体制の構築

・伝統料理等の「食」や美しい景観などの地域資源
を観光コンテンツとして磨き上げる取組

・インバウンドに対応するためのWi-Fi環境の構築
や多言語標示板の設置 等 森林散策 地引き網漁体験

・古民家等を活用した滞在施設や農林漁業体験施設
等の整備

・農山漁村への集客力等を高めるための農産物販売
施設等の整備 （※活性化計画に基づき実施）

農作物収穫体験

農家レストランの整備古民家等の改修

○実施主体：市町村、地域協議会、地域再生推進法人等
○実施期間：上限２年 等
○交付率 ：定額（上限800万円等）、１／２等

農泊を推進するために必要な施設整備農泊を推進するために必要な施設整備

農泊を推進するための体制構築、観光コンテンツの磨き上げ農泊を推進するための体制構築、観光コンテンツの磨き上げ

障害者による
玉ねぎ収穫

○実施主体：地域協議会（市町村が参画） 等
○実施期間：

都市農村共生・対流対策 ：上限２年
地域活性化対策 ：上限５年

○交付率：定額（上限800万円等）、１／２ 高齢者のいきがい
農園の整備

○市町村等が作成する活性化計画に基づき、農山漁村における定住や地域間交流の促進、所得の向上や雇用の増大を図るために必要な生産施設等、
生活環境施設及び地域間交流拠点施設等の整備を支援

味噌加工施設

子ども農山漁村
交流プロジェクト

「農」と福祉の連携
プロジェクト

農観連携
プロジェクト

空き家・廃校活用
交流プロジェクト

主な重点
プロジェクト

農山漁村活性化整備対策

農林水産物処理加工･集出荷貯蔵施設、新規就農者等技術習得管理施設、防
災安全施設、農山漁村定住促進施設、廃校・廃屋等改修交流施設、農林漁
業・農山漁村体験施設、地域連携販売力強化施設 等

定住希望者の
一時滞在施設

農産物直売施設
○実施主体：都道府県、市町村、農林漁業者の組織する団体等
○実施期間：上限５年
○交付率 ：都道府県又は市町村へは定額（実施主体へは１／２等）

就業のために必要な
研修施設

地域産品の加工・商品化

○ 農山漁村が持つ豊かな自然や｢食｣を活用した地域の活動
計画づくりや実践活動、意欲ある都市の若者等の地域外の人
材を長期的に受け入れる取組を支援

○福祉農園等の整備を支援する地域を農村地域まで拡充し、
福祉と連携した農業活動等の取組を全国的に支援

○ 特色ある豊かな地域資源を有する山村の所得の向上や
雇用の増大に向け、薪炭・山菜等の山村の地域資源等の
潜在力を再評価し活用する取組を支援

○ 地域資源を活用した観光コンテンツを創出し、農山漁村滞在型旅行をビジネスとして実施でき
る体制を持った「農泊地域」の創出を通じて、農山漁村の所得を増加していくため、ソフト・ハード
対策を一体的に支援

○ 農山漁村が持つ豊かな自然や「食」を活用した都市と農村との共生・対流等を推進する取組、農福連携を推進する取組、地域資源を活用した
所得の向上や雇用の増大に向けた取組及び農山漁村における定住等を図るための取組等を総合的に支援し、農山漁村の活性化を推進。

○ 平成28年３月に策定された「明日の日本を支える観光ビジョン」に「滞在型農山漁村の確立・形成」が位置付けられたところであり、特に、
訪日外国人旅行者を含めた農山漁村への旅行者の大幅増加による所得の向上や雇用の増大を図るため、日本ならではの伝統的な生活体験や農山
漁村地域の人々との交流を楽しむ滞在である「農泊」を持続的な観光ビジネスとして推進する「農泊推進対策」を創設。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省における
「小さな拠点」の形成の取組について

国土交通省 国土政策局
地方振興課
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「小さな拠点」の形成について

・人口減少、高齢化の傾向の中、集落においては、生活サービ
ス機能やコミュニティ機能等の維持が大きな課題となっている。
集落で発生している主な課題
○空き家の増加 82.9%
○耕作放棄地の増大 71.6%
〇働き口の減少 68.6%
○商店・スーパー等の閉鎖 64.0%

（出典）「過疎地域等条件不利地域における集落の現況把握調
査」H28年9月、国土交通省、総務省）

・愛着のある地域に住み続けられるようするためには、生活サー
ビス機能等が歩ける範囲に集約され、周囲の集落とのネットワー
クが整備された「小さな拠点」の形成が必要

（「小さな拠点」のイメージ）

(参考）
○「国土形成計画（全国計画）」（H27年8月閣議決定）

「生活サービス機能や地域活動の拠点を歩いて動ける範囲に集め利便
性を高めるとともに、周辺集落とコミュニティバス等の交通ネットワークで
つなぐ「小さな拠点」を形成し、必要な生活サービス機能等を維持する。」

○「まち・ひと・しごと創生総合戦略 （2016 改訂版）」（H28年12月閣議決定）
「小さな拠点（地域住民の活動・交流や生活サービス機能の集約の場）の
形成数：1,000 か所を目指す。

・１ｋｍメッシュでの将来人口推計によれば、2050年には、
①現在の居住地域の6割以上で人口が半減
②居住地域の19%は非居住化（消滅）

（出典）2050年人口（万人）は、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口（H24年1月推計）」の中位推計（出生中位、
死亡中位）、人口増減率別1㎞メッシュ割合（対居住メッシュ）は国
土交通省国土政策局推計による。

将来人口の推計

集落における課題

○人口減少の進展で多くの集落が消滅の危機にあり、中山間地域等では生活サービス機能の維持等が大きな課題になっている。

○ こうした課題を克服し、愛着のある地域に住み続けられるようにするためには、「小さな拠点」の形成が必要。

小さな拠点のイメージ
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国土形成計画（全国計画） （平成27年8月14日閣議決定）

第３章 国土の基本構想実現のための具体的方向性
第１節 ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土
②地域構造の将来像

人口減少や高齢化の中にあっても、住民の生活を守り、活力のある地方を維持するためには、各地域
が知恵を絞って自らの将来像を構造的に考えることが何よりも重要である。その上で、「コンパクト＋ネッ
トワーク」の考え方を基礎に、「小さな拠点」を始めとする多層的な地域構造を構築するとともに、豊かな
国民生活に資する使いやすい交通を実現する。

（集落地域における「小さな拠点」の形成・活用）

急激な人口減少の影響をいち早く経験している中山間地域等では、住民の生活に必要な生活サービ
ス機能（医療・介護・福祉、買い物、公共交通、物流、燃料供給、教育等）やコミュニティ機能が維持でき
なくなってきている地域があり、「コンパクト＋ネットワーク」による機能維持・強化が必要である。具体的
には、小学校区等複数の集落を包含する地域において、生活サービス機能や地域活動の拠点を歩いて
動ける範囲に集め利便性を高めるとともに、周辺集落とコミュニティバス等の交通ネットワークでつなぐ
「小さな拠点」を形成し、必要な生活サービス機能等を維持する ※。

こうした「小さな拠点」は、住民が日常生活を送る上での「守りの砦」となるのみならず、道の駅との連携
や宿泊施設の併設等により地域外の住民との対流拠点となり、例えば、ＩＣＴを活用した６次産業の展開
等イノベーション拠点としての機能を担い雇用を生み出すなど、いわば「攻めの砦」としての役割も期待
される。

「小さな拠点」の形成に当たっては、その地域に生活する住民のニーズ、発意に基づく身の丈に合った
持続可能な取組が重要であることから、地方自治体等から支援を受けつつも住民や地域のＮＰＯ等が
主体となって地域づくりを進めることが重要である。

※ 生活サービス機能の整備としては、例えば、旧小学校区エリア等の人口数百人程度の比較的小規模な地域では、食料品・日用雑貨等

を扱う商店等や診療所等の小規模な医療施設、小規模なガソリンスタンド等地域住民の日々の生活の必要性が高い生活サービス施設等
が、また、平成の合併前の旧町村エリア等の人口規模が数千人程度の地域であれば、地域のニーズに応じた形で、その他に飲食店や市
町村の出張所等の行政庁舎、歯科診療等の医療施設、金融機関や道の駅、農産物販売所等が考えられる。
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小さな拠点の形成に向けた取組みへの支援について（国土交通省）

〇 既存公共施設の活用推進
「小さな拠点」の形成に向け行う既存公共施設を活用した
施設の再編・集約に係る改修費に対する支援。
（「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成
推進事業）※H29予算額 約1.5億円

〇 地方創生の核となる「道の駅」の整備の促進
各種機能を備えた重点「道の駅」の重点的支援等による地方

創生の核となる「道の駅」の整備の促進。
※重点「道の駅」選定箇所数：73箇所（H28年度現在)

〇 施設整備のための土地利用の弾力化
生活サービス機能等の集約を図る区域内における開発許可
等の特例を設ける地域再生土地利用計画制度を創設。
※内閣府等と連携した地域再生法改正(H27年）

〇 デマンドバス等の運行支援

過疎地域等におけるデマンドタクシー、コミュニティバス等の運
行費用の支援。（地域公共交通確保維持改善事業）
※H29予算額 214億円の内数

〇 自家用車を用いた有償旅客運送の弾力化
過疎地域等における自家用車を用いた有償運送について、
自治会等も実施主体として認めるとともに、地域外の来訪
者を旅客の対象に追加。

※道路運送法の運用見直し（H27年）

持続可能な物流ネットワークの構築

○ 地域の持続可能な物流ネットワーク構築の検討の支援
過疎地等における宅配サービスの維持や買物弱者支援等に
も役立つ新たな輸送システム構築に向けたモデル事業の実
施（地域を支える持続可能な物流ネットワークの構築に関
するモデル事業（H27年度))

○ 地域内の共同輸配送等の調査支援
地域内の共同輸配送や公共交通を活用した貨客混載のため
の計画策定経費等への支援。（モーダルシフト等推進事
業）※H29予算額 39百万円

○ 自家用有償旅客運送者による少量の貨物の運送を可能とする
規定の追加

内閣府等と連携した地域再生法改正により、地域再生計画に
位置づけられたＮＰＯ等の自家用有償旅客運送者による少量
の貨物の運送を可能とする規定を追加。（H27年）

国土交通省は、他省庁との連携のもと、ハード・ソフトの両面から各地域における「小さな拠点」の形成に向けた取り
組みに対して積極的な支援を進めている。

拠点施設の整備

交通ネットワークの整備 新しい技術の活用に向けた取組

○ 小型無人機の物流事業への活用に向けた取組の推進
小型無人機による荷物配送の事業化に向けた課題の洗い出

し等を行うため、過疎地域において荷物輸送実験を実施。
（H27年度）

操縦者の目の届かない範囲でも、小型無人機の自律かつ安
全な離着陸を可能とする物流用ドローンポートシステムの研
究開発を実施。（H28年度～H29年度）

○ 中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス
の実証実験
超高齢化等が進行する中山間地域において、人流・物流の確
保のため、道の駅など地域の拠点の拠点を核とする自動運転
サービスの導入を目指し、実証実験を開始。（H29年度新規）
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「小さな拠点」の形成推進

○フォーラムや交流会の開催
「小さな拠点」に関する取組の裾野を広げるため、フォーラムや交流会の開催等により「小さな拠点」形成に係る考え

方や既存ストックを有効活用したモデル事例に係る情報提供等を積極的に行う。

人口減少・高齢化が進む中山間地域等において、基幹集落に複数の生活サービスや地域活動の場を集め、周辺集落
とネットワークで結ぶモデル的な「小さな拠点」の形成を推進する。「小さな拠点」は、地域外の人が利用する施設を組み
入れることにより、「対流拠点」となることが期待される。
このため、既存施設の再編・集約に対して、ＮＰＯ等による事業も補助対象に追加するとともに、新たなモデル性の高

い事業に重点化して支援を行う。

○補助制度の概要

（※下線部は平成２９年度拡充要求に係る部分）

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業

（集落活性化推進事業費補助金）

●対象地域：過疎、山村等の条件不利地域

●実施主体：市町村、ＮＰＯ法人等 （間接補助）

●対象事業

遊休施設を活用した、小さな拠点の形成に向けた既存施

設の再編・集約に係る改修

「小さな拠点」：日常生活に必要な機能・サービスを集約・確保し、周辺集落
との間を交通ネットワークで結んだ地域の拠点
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■ 地方創生を支援する「道の駅」の取組を推進します。

・平成5年の制度創設以来、1,117箇所

全国モデル「道の駅」 6箇所(平成26年度選定)

重点「道の駅」 73箇所(平成26、27年度選定)

特定テーマ型モデル「道の駅」
平成28年度住民サービス部門モデル「道の駅」 6箇所

○地方創生に資する地産地消の促進及び小さな拠点の
形成等を目指した、先駆的な取組等を行う「道の
駅」を重点支援

＜背景／データ＞

【地域振興施設等】

⇒他省庁と連携し支援

○様々なサービスを提供する施設

【道路施設等】

⇒社会資本整備総合交
付金等により国土交
通省が支援

市町村等整備 道路管理者整備

市町村等整備

一体型

単独型

整備方法は
２種類

○「道の駅」の質的向上に向けた取組として、全国各
地の「道の駅」の模範となる特定テーマ型モデル
「道の駅」を選定

「道の駅」による地域活性化の推進

○「道の駅」において、観光情報の提供や道路情報の
充実等により、利用者サービス面の向上を図る

＜「道の駅」ピア21しほろ＞

地方創生に資する取組企画事例
・高速バス、路線バス、地域
コミュニティバスの乗継拠
点整備

・地元の大学と連携した特産品
協同開発および販売促進

＜「道の駅」阿蘇＞

［「道の駅」の概要］
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＜支援の内容＞
○ 地域公共交通網形成計画等の

策定に係る調査

○ 地域公共交通再編実施計画の
策定に係る調査

○ 地域公共交通網形成計画等に基づく
利用促進・事業評価

＜支援の内容＞
○ 国の認定を受けた地域公共交通再編実施計画

に基づく事業の実施

・地方路線バスの利便性向上、運行効率化等のための
バス路線の再編やデマンド型等の多様なサービスの導入 等

地域公共交通ネットワーク再編の
促進

＜支援の内容＞
○ 幹線バス交通の運行

地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通の
運行や車両購入を支援。

○ 地域内交通の運行
過疎地域等において、コミュニティバス、デマンドタク
シー等の地域内交通の運行や車両購入等を支援。

○ 離島航路・航空路の運航
離島住民の日常生活に不可欠な交通手段である
離島航路・航空路の運航等を支援。

地域の特性に応じた生活交通の確保維持

＜支援の内容＞
○ ノンステップバスの導入、鉄道駅におけるホームドアの

整備、内方線付点状ブロックの整備 等

○ 地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新 等

快適で安全な公共交通の構築

地域公共交通ネットワーク形成に向けた
計画策定の後押し

地域公共交通確保維持改善事業

地域公共交通網
形成計画

地域公共交通再
編実施計画

国の認定

コンパクト＋ネットワークの実現にとって不可欠な地域公共交通ネットワークの再構築に向けた取組みを支援

地
域
公
共
交
通
再
編
実
施
計
画
を
実
施
す
る
際
に
は
、

ま
ち
づ
く
り
支
援
と
も
連
携
し
、
支
援
内
容
を
充
実
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自家用車を用いた有償旅客運送の弾力化

➁旅客の範囲の拡大

従来は、旅客の対象を地域住民又は実施
主体が作成する旅客の名簿に記載された者
に限定していたところ。⇒地域の交通が著しく
不便であることその他交通手段を確保するこ
とが必要な事情があることを市町村長が認め
た場合には、地域外からの来訪者等も運送
できることとします。

①実施主体の弾力化

従来は、実施主体については法人格のある
非営利団体に限定していたところ。⇒営利を
目的としない自治体、青年団、観光関係の協
議会などの「権利能力なき社団」についても実
施主体として認めることとします。

地域内における
生活支援ボランティア

地域の学生

地域の勤務者

地域の住民

新たに対象となる旅客

地域外からの来訪者

従来の旅客の範囲

※地域の交通が著しく不便であるこ
とその他交通手段を確保することが
必要な事情があることを市町村長が
認めた場合に限る

・ＮＰＯ

・市町村

・社会福祉法人
等

従来の実施主体 新たに実施主体とし
て認められる団体

・自治会、青年団などの
「権利能力なき社団」
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地域再生法の一部を改正する法律(平成27年8月10日施行)の概要：「小さな拠点」形成

○市町村が地域再生土地利用計画に、集約する施設を設定
・生活サービス施設（診療所、保育所、公民館、商店、ガソリンスタンド等）

・就業機会を創出する施設（地場産品の加工・販売所、観光案内所等）

 届出・勧告・あっせんにより、施設の立地誘導
 農地転用許可・開発許可の特例

○NPO法人、一般財団法人、株式会社等のほか、新たに社会福祉法人
等の多様な主体が地域再生推進法人となることを可能に

Ⅰ 複数の集落を含む生活圏（集落生活圏）の中に「地域再生拠点」
を形成し、生活サービスを提供する施設を集約

Ⅳ 生活サービスを提供する担い手を確保

小さな拠点形成のための財政的支援

地域再生計画（地方公共団体作成、内閣総理大臣認定）において、地域住民
と協議して、小さな拠点づくりの将来ビジョンを作成

〇各省予算事業を連携させて、総合的に財政支援

〇 中山間地域等では、人口減少に伴い、住民の生活に必要な生活サービス機能（医療・介護、福祉、教育、買物、公共交通、物流、燃料供給等）の提供に支障

【第５条第４項第５号、第６号】

【第17条の７】

【第17条の10、第17条の12】

【第17条の８】

【第19条】

【第17条の13】

集落

集落

集落

集落

集落

集落

高校分校

小学校

Copyright(C) NTT空間情報 All Rights Reserved
Copyright(C) 2015 NTT Resonant Inc. All Rights Reserved

「小さな拠点」のイメージ

農業振興総合センター
・商工会
・観光協会案内所

道の駅
周遊バス停

保健福祉センター

100m

地場農産物
加工施設

高齢者ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ診療所

郵便局 ・農産物販売所
・ＡＴＭ

地域再生拠点区域

Copyright(C) NTT空間情報 All Rights Reserved
Copyright(C) 2015 NTT Resonant Inc. All Rights Reserved

Ⅱ 優良農地の保全・利用を図り、基幹産業である農林水産業を振興 法律

Ⅲ 集落と地域再生拠点を結ぶネットワークを確保

○市町村が、知事、農業関係者等と協議し、地域再生土地利用計画に、
農用地等保全利用区域を設定

 地域ブランド作物の栽培に係る助言等、必要な援助を実施

【第17条の７】

○集落生活圏内外のネットワークとの連携（バスの乗継拠点の整備等）

○市町村が、地域再生計画に、自家用有償旅客運送者が集落生活圏
において行う事業を位置付け

自家用車を用いて地域住民を運送する際に少量の貨物も運送可能に

【第５条第４項第６号】

法律

法律

法律

拠点を通るコミュニ
ティバスは少量の貨物
運送も可能

コミュニティバ
スの運行

 計画に即した農地利用を行わないおそれがある場合には勧告

集落生活圏
の区域

まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成26年12月27日閣議決定）

生活・福祉サービスを一定のエリア内に集め、周辺集落と交通ネットワーク等で結ぶ「小さな拠点」を形成

【第17条の９】

【第17条の７】

内閣府作成資料
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地域の持続可能な物流ネットワークの構築の検討の支援

○過疎地における事業者とＮＰＯ等の協働による宅配サービスの維持・改善や買物弱者支援等にも役立つ新たな輸送
システムを、自治体と連携しつつ構築する。

○「地域を支える物流システムのあり方に関する検討会」報告書（平成27年3月）を踏まえ、27年度に全国５か所でモデ
ル事業を実施。得られた実践的なノウハウや既存の優良事例を踏まえ、改正物流効率化法の枠組等を活用しつつ、
地域内配送の共同化事例を創出する。

輸送スキーム例

① 宅配各社による非効率な荷物輸送を共同化

② 路線バスや鉄道等の輸送力を活用した貨客混載

③ 買物支援、見守り等の生活支援サービスを複合化

SUPER MARKET

貨客混載

・買物支援
・高齢者の見守り
・直売所等への農産物の出荷代行

など

集落の
中心拠点

貨物輸送の
「共同化」「貨客混載」

周辺集落
（「小さな拠点」等）

生活支援
サービスとの
「複合化」

共同集配

宅配会社

宅配会社

商店（買物支援）
お困りごと

宅配会社

A社

B社

C社

持続可能な物流構築に関するモデル事業

広島県神石高原町来見地区

（ＮＰＯ地域再生プロジェクト）

・道の駅からの弁当・惣菜宅配、農
産物出荷支援等の複合化

宮崎県西米良村
（村役場）

・村営バスを活用した郵
便、新聞の配送、買物
代行等の貨客混載、
共同配送

多摩ニュータウン 諏訪・
永山・貝取・豊ヶ丘エリア
（ヤマト運輸）

・団地内物流拠点から、宅
配便の一括配送

静岡市玉川地区

（静岡鉄道）

・路線バスを活用した混
載、高齢者の見守り
や買物代行の複合化

高知県大川村
（村役場）

・買物代行・送迎、配
食、高齢者の見守り
の複合化

○省力化やサービス水準の向上等、共同輸送の効果を確認。

○意見集約が困難等の課題がある場合、国や地方自治体等の外部支援
を活用しつつ、関係者協議により一定程度解決が可能。

○輸送能力、サービス品質、役割分担等の検討が必要。
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地域内の共同輸配送等の調査支援

②貨客混載事業

○改正物流総合効率化法に基づく総合効率化計画※の策定のための調査事業等の支援を実施。

※総合効率化計画は、物流分野の労働力不足への対応を強力に推進し、流通業務の省力化を図るため、 ２以上の者の連携を
前提とした多様な取組が対象。

積載率や運行頻度の改善により、
無駄のない配送を実現

○ 省力化された効率的な物流
の実現

⇒潜在的輸送力を活用し、
多様なニーズに応える
効率化した物流を実現

○ トラックドライバー不足の解消
⇒就業環境の改善等による
人材確保と併せ、省力化に
より物流機能を維持

○ CO₂排出量の大幅な削減
⇒社会への貢献度の高い

物流の実現

⇒荷主や地域も巻き込んで、貨物混
載・帰り荷確保等の共同輸送を加
速し積載率を向上

A
社

B
社

店
舗

空

A
社

A社トラック

A社トラック

B社トラック
B
社

店
舗

認
定
対
象
と
な
る
事
業
イ
メ
ー
ジ

事業概要
１．補助対象事業者

荷主企業及び物流事業者等物流に係る関係者によって構成される協議会

２．補助対象経費（補助率）
計画策定経費（定額（上限２００万円））、運行経費※（最大１／２）
※総合効率化計画に基づき実施する事業であって、発荷主から着荷主までの輸送距離が概ね３０km以上ある貨物自動車による輸送において、

複数荷主の貨物を集約して、積載率の向上、走行車両台数及びCO2排出量の削減を図るものであり、輸送の集約化に伴って新たに発生す
る増加分の運行経費が対象。

３．平成２９年度予算額：３９百万円

①地域内配送共同化事業

路線バスや鉄道等の未利用輸送力の活用を推進

⇒地域バス路線網等
の維持、 物流効
率化を実現

18



中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス

今年夏頃から全国約１０箇所で実験開始予定

●超高齢化等が進行する中山間地域において、人流・物流を確保するため、「道の駅」等を拠点とした
自動運転サービスを路車連携で社会実験・実装する。

生活の足の確保
（買物・病院、公共サービス等）

物流の確保
（宅配便・農産物の集出荷等）

地域の活性化
（観光・働く場の創造等）

貨客混載
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那賀町

早期事業化が期待される過疎地での実験を通じ、事業化に向けた課題の洗い出し等を行うため、平成２８年２月
２４日に徳島県那賀町で民間企業と協同して貨物輸送実験を行い、運搬時の貨物の衝撃度の計測、地区住民の
意識調査等を実施。

②輸送容器の外観 ③容器内部（ゆで卵、牛乳、食パン）

④離陸（右側の人物は操縦者）

①小型無人機とコントローラー

実験場所

⑤搭載カメラの映像

⑥輸送容器の取り外し

実施主体：国土交通省
（株）日通総合研究所
MIKAWAYA21（株）

操 縦：ブルーイノベーション（株）
協 力：徳島県、那賀町

の

小型無人機による貨物輸送実験（平成２８年２月・徳島県那賀町）

20



物流用ドローンポートシステムの研究開発 （交通運輸技術開発推進制度）

小型無人機の物流への活用にあたっては、配送先までの飛行や、貨物の積卸しに係る離着陸等、複雑なプロセスを
目視外飛行で操縦者がいなくとも高精度かつ安全に行うことが必要である一方、現在のドローンの性能では、配送可
能な貨物重量が限られており、機体重量を抑えつつ、経済性への配慮も必要です。

物流用ドローンポートシステムの開発により、操縦者の目の届かない範囲でも、ドローンの自律かつ安全な離着陸
を可能とし、ドローンによる荷物配送の安全性と経済性の両立に寄与します。

物流用ドローンポートシステムのイメージ

自律飛行

・誤差数十cm内でドローンポートへ誘導
・第三者の侵入を検知し、着陸可否を判断

運航支援クラウドシステム

・事前に、飛行経路の周辺の危険物、気象を確認
・飛行経路や機体登録等の離陸前の飛行計画の決定

風向・風速観測

シミュレーションと組み合わせ
て風況予測を行い、着陸可否
や誘導に反映

ドローンポート

第三者の侵入検知

ドローンポート ドローンポートへの
着陸補助
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介護保険制度における

「生活支援コーディネーター」・「協議体」
について

平成２９年６月１日（木）

厚生労働省老健局振興課

22
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。
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「地域包括ケアシステム」に係る規定

介護保険法 第5条第3項 （地域包括ケアの理念規定）

国及び地方公共団体は、被保険者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができるよう、保険給付に係る保健医療サービス及び福祉サービス

に関する施策、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止のた

めの施策並びに地域における自立した日常生活の支援のための施策を、医療及び居住に関する

施策との有機的な連携を図りつつ包括的に推進するよう努めなければならない。

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

第２条（定義）

この法律において、「地域包括ケアシステム」とは、地域の実情に応じて、高齢者が、

可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるよう、医療、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又

は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、住まい及び自

立した日常生活の支援が包括的に確保される体制をいう。

【参考】
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高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるようにするため、
介護、医療、生活支援、介護予防を充実。

低所得者の保険料軽減を拡充。また、保険料上昇をできる限り抑
えるため、所得や資産のある人の利用者負担を見直す。

平成26年介護保険制度の改正の主な内容について

②費用負担の公平化①地域包括ケアシステムの構築

○地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築に向けた地域支援事業の充実

* 介護サービスの充実は、前回改正による24時間対応の定期巡
回サービスを含めた介護サービスの普及を推進

* 介護職員の処遇改善は、27年度介護報酬改定で検討

サービスの充実

○低所得者の保険料の軽減割合を拡大

・給付費の5割の公費に加えて別枠で公費を投入し、低所得者の保険
料の軽減割合を拡大（※軽減例・対象は完全実施時のイメージ）

低所得者の保険料軽減を拡充

①全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)を市町村が取
り組む地域支援事業に移行し、多様化

重点化・効率化

①一定以上の所得のある利用者の自己負担を引上げ
・ ２割負担とする所得水準は、65歳以上高齢者の上位20％に該当

する合計所得金額160万円以上（単身で年金収入のみの場合、

280万円以上）。ただし、月額上限があるため、見直し対象の全員

の負担が2倍になるわけではない。

・ 医療保険の現役並み所得相当の人は、月額上限を37,200円から

44,400円に引上げ

②低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足
給付」の要件に資産などを追加
・預貯金等が単身1000万円超、夫婦2000万円超の場合は対象外

・世帯分離した場合でも、配偶者が課税されている場合は対象外

・給付額の決定に当たり、非課税年金（遺族年金、障害年金）を収 入とし

て勘案 *不動産を勘案することは、引き続きの検討課題

重点化・効率化

○ このほか、「2025年を見据えた介護保険事業計画の策定」、「サービス付高齢者向け住宅への住所地特例の適用」、 「居宅介護支援事業所の指定権限の市町村へ
の移譲・小規模通所介護の地域密着型サービスへの移行」等を実施

* 段階的に移行（～２９年度）

* 介護保険制度内でのサービス提供であり、財源構成も変わらない。

* 見直しにより、既存の介護事業所による既存サービスに加え、NPO、
民間企業、住民ボランティア、協同組合等による多様なサービスの
提供が可能。これにより、効果的・効率的な事業も実施可能。

②特別養護老人ホームの新規入所者を、原則、要介護３
以上に重点化（既入所者は除く）
* 要介護１・２でも一定の場合には入所可能

* 保険料見通し： 現在5,000円程度→2025年度8,200円程度

* 軽減例：年金収入80万円以下 5割軽減→7割軽減に拡大

* 軽減対象： 市町村民税非課税世帯（65歳以上の約３割）

①在宅医療・介護連携の推進

②認知症施策の推進

③地域ケア会議の推進

④生活支援サービスの充実・強化
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
22%

2号保険料
28%

【財源構成】

国 39%

都道府県
19.5%

市町村
19.5%

1号保険料
22%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○二次予防事業
○一次予防事業

介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営

・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営

（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業

○認知症総合支援事業
（認知症初期集中支援事業、認知症地域支援・ケア

向上事業 等）

○生活支援体制整備事業
（コーディネーターの配置、協議体の設置 等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

改正前と同様

事業に移行
訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

全市町村で
実施

新しい地域支援事業の全体像

26



○ 地域包括ケア実現のため、地域支援事業の枠組みを活用し、以下の取組を充実・強化。
○ あわせて要支援者に対するサービスの提供の方法を給付から事業へ見直し。
○ これらを市町村が中心となって総合的に取り組むことで、地域で高齢者を支える社会が実現。

・連携強化医療・介護連携

認知症施策

地域ケア会議

・施策の推進

・制度化による強化

関係者に対する研修等を通じて、医療と介護の濃
密なネットワークが構築され、効率的、効果的でき
め細かなサービスの提供が実現

初期集中支援チームの関与による認知症の早期
診断、早期対応や地域支援推進員による相談対応
等により認知症でも生活できる地域を実現

多職種連携、地域のニーズや社会資源を的確に把
握可能になり、地域課題への取組が推進され、高
齢者が地域で生活しやすい環境を実現

介護予防 ・効果的な取組の推進

多様な参加の場づくりとリハビリ専門職等を活かす
ことにより、高齢者が生きがい・役割をもって生活で
きるような地域を実現

生活支援 ・基盤整備等

コーディネーターの配置等を通じて地域で高齢者の
ニーズとボランティア等のマッチングを行うことによ
り、生活支援の充実を実現

※市町村が中心となって取組を進めるため、関係者との
連携や調整を行う等 の市町村の役割の明確化

医療・介護連携、認知症施策、地域ケア会議、生活支援、介護予防の充実・強化
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１ 事業の目的・考え方

総合事業に関する総則的な事項

総合事業は、市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実するこ
とで、地域の支え合い体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すもの。

イ 多様な生活支援の充実

住民主体の多様なサービスを支援の対象とするとともに、ＮＰＯ、ボランティア等によるサービスの開発を進める。併せ
て、サービスにアクセスしやすい環境の整備も進めていく。

ロ 高齢者の社会参加と地域における支え合い体制づくり

高齢者の社会参加のニーズは高く、高齢者の地域の社会的な活動への参加は、活動を行う高齢者自身の生きがいや
介護予防等ともなるため、積極的な取組を推進する。

ハ 介護予防の推進

生活環境の調整や居場所と出番づくりなどの環境へのアプローチも含めた、バランスのとれたアプローチが重要。その
ため、リハビリ専門職等を活かした自立支援に資する取組を推進する。

ニ 市町村、住民等の関係者間における意識の共有と自立支援に向けたサービス等の展開

地域の関係者間で、自立支援・介護予防といった理念や、高齢者自らが介護予防に取り組むといった基本的な考え方、
地域づくりの方向性等を共有するとともに、多職種によるケアマネジメント支援を行う。

ホ 認知症施策の推進

ボランティア活動に参加する高齢者等に研修を実施するなど、認知症の人に対して適切な支援が行われるようにする
とともに、認知症サポーターの養成等により、認知症にやさしいまちづくりに積極的に取り組む。

へ 共生社会の推進

地域のニーズが要支援者等だけではなく、また、多様な人との関わりが高齢者の支援にも有効で、豊かな地域づくりに
つながっていくため、要支援者等以外の高齢者、障害者、児童等がともに集える環境づくりに心がけることが重要。

（１） 総合事業の趣旨

（２） 背景・基本的考え方
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○予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護保険制度の地域支援事業へ移

行（２９年度末まで）。財源構成は給付と同じ（国、都道府県、市町村、1号保険料、２号保険料）。

○既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティアなど地域の多様な主体を活用して高齢者を

支援。高齢者は支え手側に回ることも。

総合事業と生活支援サービスの充実

・住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防活動の推進
・元気な時からの切れ目ない介護予防の継続
・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防の取組
・見守り等生活支援の担い手として、生きがいと役割づくりによる互助の推進

・住民主体のサービ
ス利用の拡充

・認定に至らない
高齢者の増加

・重度化予防の推進

・専門的なサービスを必要とする人に
は専門的なサービスの提供
（専門サービスにふさわしい単価）

・支援する側とされる側という画一的
な関係性ではなく、サービスを利用
しながら地域とのつながりを維持で
きる

・能力に応じた柔軟な支援により、
介護サービスからの自立意欲が向上

・多様なニーズに対
するサービスの拡
がりにより、在宅生
活の安心確保

予防給付
（全国一律の基準）

地域支援事業

移行

移行

・多様な担い手による多様なサービス
（多様な単価、住民主体による低廉な

単価の設定、単価が低い場合には
利用料も低減）

同時に実現

サービスの充実

費用の効率化

訪問介護
ＮＰＯ、民間事業者等による掃除・洗濯等の
生活支援サービス

住民ボランティアによるゴミ出し等の生活支
援サービス

既存の訪問介護事業所による身体介護・生
活援助の訪問介護

通所介護

既存の通所介護事業所による機能訓練等
の通所介護

ＮＰＯ、民間事業者等によるﾐﾆﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾛﾝ、住民主体の運動・交流の場

リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職等関与
する教室

介護予防・生活支援の充実

29



出所）国立社会保障人口問題研究所のデータをもとに三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル

ティングが作成。 ※2010年を100とした場合の2045年までの推計値

１．基本コンセプト：「地域づくり」としての総合事業

2025年に向けた地域包括ケアシステム構築の必要性と総合事業

◎2025年に向けて医療・介護・予防・住まい・生活支援の一体的な提供の仕組みづくりが必要
 重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを継続するための仕組みとしての地域包括ケアシステムの構築に向

けては、医療や介護サービスの強化が必要なのは当然だが、調理、買い物、掃除などの生活支援の確保や、介護予防をいかにして

効果的なものにしていくかも大きな課題。

 各自治体では、地域包括ケアシステムの構築に向けて、平成27年度から主に４つの事業が展開される。「介護予防・日常生活支援総

合事業（以下、総合事業）」、「生活支援体制整備事業（以下、整備事業）」、「在宅医療・介護連携推進事業」、「認知症総合支援事業」

である。これら中でも特に、生活支援や介護予防に大きく関係するのは、要支援に相当する比較的軽度の高齢者を対象とした総合事

業と、地域全体の生活支援体制の強化を目指す整備事業である。

Ⅰ なぜ総合事業への移行が必要なのか？

◎総合事業の背景：ニーズの増大と担い手の減少
 要介護リスクが高くなってくる後期高齢者（75歳以上）人口は、

今後2025年に向けて増加し続ける一方で、生産年齢（15-64

歳）人口は継続的に減少し、そのギャップは拡大しつづける。

 単身世帯・高齢者のみ世帯の増加により生活支援ニーズは、

人口の増加以上に、急速に高まってくることが予想される。

 他方、在宅介護のニーズが増加する中で、それを支える専

門職数の増加は、要介護度者の増加に対応できるほどは期

待できない。

 増加するニーズへの対応と生産年齢人口の減少という、二

つの困難な条件のもとに進められなければならないことを意

味している。
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三菱UFJリサーチ＆コンサルティング資料
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地域住民の参加

高齢者の社会参加生活支援・介護予防サービス

生活支援の担い手
としての社会参加

○現役時代の能力を活かした活動
○興味関心がある活動
○新たにチャレンジする活動

・一般就労、起業
・趣味活動
・健康づくり活動、地域活動
・介護、福祉以外の
ボランティア活動 等

○ニーズに合った多様なサービス種別

○住民主体、NPO、民間企業等多様な
主体によるサービス提供

・地域サロンの開催
・見守り、安否確認
・外出支援
・買い物、調理、掃除などの家事支援
・介護者支援 等

バックアップ

バックアップ

都道府県等による後方支援体制の充実

市町村を核とした支援体制の充実・強化

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増加。ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同
組合等の多様な主体が生活支援・介護予防サービスを提供することが必要。

○ 高齢者の介護予防が求められているが、社会参加・社会的役割を持つことが生きがいや介護予防につながる。
○ 多様な生活支援・介護予防サービスが利用できるような地域づくりを市町村が支援することについて、制度的な位置づけの強

化を図る。具体的には、生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の
地域資源の開発やそのネットワーク化などを行う「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の配置などについて、介
護保険法の地域支援事業に位置づける。

生活支援・介護予防サービスの充実と高齢者の社会参加

31



 「生活支援体制整備事業 （地域資源の開発）」と
「総合事業 （支援の提供）」は、分けて考える

「総合事業に資するサービスを開発するのが生活支援体制整備

事業」ではなく、「（既存サービスに加え）生活支援体制整備事業

で開発された支援・サービスの中で、総合事業に適合する支援を

組み込む」と考えるべき。

【地域資源の開発】

◎既存の地域資源の整理・確認
他部署等の住民主体の取組（健康づくり・生涯学習等）、市町

村以外の活動（民間企業やNPO・ボランティア団体等）も含め

た幅広い既存事業を把握・整理することが重要。例えば、地

域包括支援センターが作成した資源マップなど既存で整理さ

れたものを活用する視点も求められる。

◎地域に不足している資源の特定と開発
既存の地域資源では対応できていない生活支援ニーズを特

定し、協議体を活用し、時間をかけて資源開発していくことが

重要。

【支援の提供】

◎総合事業に移行する事業を選定
①事業費を充てる必要性、②総合事業のコンセプトとの整合

性、の観点から優先順位を付けて選定。

＜「地域資源の開発」と「支援の提供」＞

※地域資源のすべてを総合事業に取り込む必要はない

※総合事業に組み込む支援・サービスの選定は、【資源の開発】と同時並行で

進める。【資源の開発】は多大な時間がかかるため、創設された支援・サー

ビスから総合事業に組み込むかどうかの検討を行って行くのが妥当

既存事業を整理し、
カバーされている地域ニーズの範囲を確認

介護予防事業

■充足されて
いない範囲
の資源の
特定と開発
の開始

生
活
支
援
体
制

整
備
事
業

総
合
事
業
へ
の
移
行

現行相当

訪問型A
通所型A

訪問型B
通所型B

訪問型C
通所型C

一般介護
予防事業

NPO・ボランティア
団体の活動健康づくり

生涯学習等
予防給付

民間企業の
サービス

地域資源のアセスメント

総合事業

既に確立されて
いるサービス

民間市場の
サービス

住民同士の無償
の助け合いなど

その他

■総合事業に移行する事業を選定

介護保険事業だ
けでなく、多分
野・多主体（民間
企業等）も含めた
把握が必要

総合事業への該当の
有無とは関係なく広
範囲に検討

事業費の上限の
中で、必要性があり、
かつ、コンセプトに
整合する事業を選定

総
合
事
業
（
支
援
の
提
供
）

生
活
支
援
体
制
整
備
事
業

（
資
源
の
開
発
）

任意事業
市町村単独事業

総合事業では助成
できないものの、
地域資源として運
営上の財政支援が
必要なもの

その他

市町村

協議体

地域包括
支援センタ－

総合事業・整備事業への移行 ②「資源の開発」と「支援・サービスの提供」に分けて考える

Ⅲ 総合事業に向けて準備すべきことは何か？ 第111回市町村セミナー
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング資料
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【参考】生活支援・介護予防の体制整備におけるコーディネーター・協議体の役割

（２）協議体の設置 ⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進

（１）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 ⇒多様な主体による多様な取組のコーディネート
機能を担い、一体的な活動を推進。コーディネート機能は、以下のＡ～Ｃの機能があるが、当面ＡとＢの機能を
中心に充実。

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の中学校区域があり、平成26年度は第１層、平成29年度までの
間に第２層の充実を目指す。
① 第１層 市町村区域で、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
② 第２層 中学校区域で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開

※ コーディネート機能には、第３層として、個々の生活支援サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッチングする機能が
あるが、これは本事業の対象外

（Ａ）資 源 開 発 （Ｂ）ネットワーク構築 （Ｃ）ニーズと取組のマッチング

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
基
盤
整
備
に
向
け
た
取
組

○ 地域に不足するサービスの創出
○ サービスの担い手の養成
○ 元気な高齢者などが担い手として活動す

る場の確保 など

○ 関係者間の情報共有
○ サービス提供主体間の連携の体制づくり

など

○ 地域の支援ニーズとサービス提供主体の
活動をマッチング
など

民間企業 ボランティアＮＰＯ 協同組合 社会福祉法人

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例

※１ これらの取組については、平成２６年度予算においても先行的に取り組めるよう５億円を計上。
※２ コーディネーターの職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様な主体が活用でき

る仕組みとする予定であるが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが重要

等
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第1層 市町村全域 中間支援組
織

地縁組織

社協 包括

市町村

協議体
NPO

民間企業
ボランティア団

体

第2層 日常生活圏域（中学校区等）

協議体

地区社協

包括NPO

意欲ある
住民

コーディネーター・協議体の配置・構成のイメージ

町内会 包括

介護サービ
ス事業所

意欲ある
住民

協議体

○ コーディネーターとして適切な者を選出するには、「特定の団体における特定の役職の者」のような充て職による任用ではなく、
例えば、先に協議体を設置し、サービス創出に係る議論を行う中で、コーディネーターにふさわしい者を協議体から選出するよう
な方法で人物像を見極めたうえで選出することが望ましい。

○ 協議体は必ずしも当初から全ての構成メンバーを揃える必要はなく、まずは最低限必要なメンバーで協議体を立ち上げ、徐々
にメンバーを増やす方法も有効。

○ 住民主体の活動を広める観点から、特に第２層の協議体には、地区社協、町内会、地域協議会等地域で活動する地縁組織や
意欲ある住民が構成メンバーとして加わることが望ましい。

○ 第３層のコーディネーターは、サービス提供主体に置かれるため、その提供主体の活動圏域によっては、第２層の圏域を複数
にまたがって活動が行われたり、時には第１層の圏域を超えた活動が行われたりすることも想定される。

第2層 日常生活圏域（中学校区等）

第1層コーディネーター

第２層
コーディネーター

第３層
コーディネーター
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Point ✔ 地域の課題は、一人ひとりの生活の課題の積み重ねである。そのため、個別支援に関わっているケアマ

ネジャー等専門職や、住民、行政等が把握する情報の集約から始める。

✔ 行政は、地域ケア会議等の取組強化を推進し、地域の課題等の抽出機能を強化する。

生活支援コーディネーター・協議体及び市町村が取り組む地域づくりのポイント①

STEP１：地域で協働する基盤づくり

１－１ 生活支援体制の設計
Point ✔ 行政、生活支援コーディネーター等、地域づくりの推進役となるメンバーで、地域における生活支援コー

ディネーターや協議体のあり方、地域づくりの道筋に関して叩き台をもとに議論を重ね、地域の関係主体

と意識の統一を行っておく。

１－２ 住民への働きかけ
Point ✔ 住民に対し、座談会の開催、タウン誌による広報など、様々な方法により地域づくりの狙いを理解してもらう。

✔ 行政は、生活支援コーディネーター等、地域の主体が、住民へ働きかけを行いやすいように支援を行う。

※ 研究事業において、実施状況に関するヒアリングやアンケート調査等を通じて、各取組に関するポイントを整理したもの。

１－３ 協議体の立ち上げ
Point ✔ 地域づくりのために、強く協議体に関わって欲しい人物には、個別に働きかけを行う。

✔ 協議体の立ち上げ時は、異なる考え方を持ったメンバーとの関係構築や地域づくりの狙いの共有を図る。

１－４ 協議体の運営
Point ✔ 協働の場は、異なる考え方が集まる場であり、地域の活動は、地域の様々に異なった考えから生まれる。

✔ そのため、協働の場は、試行錯誤の繰り返しだが、経験の共有や取組の振り返りを通じて、協働の実感に

結びつく。

STEP２：地域資源の把握、地域課題の抽出

２－１ 地域資源の把握 Point ✔ 資源の価値は、見る人や場面によって異なることから、多様な関係者の多様な視点で見つめ直す。

✔ 「高齢者が参加する活動」、「高齢者が利用するサービス」、「実施主体」、「場・拠点」等の観点に分類し、

地域の資源を整理して把握する。

２－２ 地域課題の抽出
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※ 平成28年度老人保健事業推進費等補助金「新しい包括的支援事業における生活支援コーディネーター・協議体の先行事例の調査研究事業報告書「～高齢者の活
躍と暮らしを応援する地域づくりのヒント集～」」をもとに、厚生労働省において作成。

生活支援コーディネーター・協議体及び市町村が取り組む地域づくりのポイント②

２－３ 課題の構造化
Point ✔ 個別事例の検討を通じた地域の共通課題の抽出や、KJ法等を用いた課題の整理を行った上で、各課題に

ついて緊急度、発生地域等で構造化を行う。

✔ 課題を構造化することで、協議体や地域の関係者が、地域の課題を「自分ごと」として捉えやすくなり、対応

策の検討（次項）が進みやすくなる。

２－４ 資源の充実に向けた

方針の検討

Point ✔ 対応出来ていない課題や、未活用の資源があることを協議体のメンバー間で共通認識を持ち、資源を作り

出すアイデアは、一人の発想に頼るのではなく、多様な人の発想の組み合わせで膨らませる。

✔ 地域だけでは対応が難しい、行政の対応が必要なものについては、市町村全域をカバーする生活支援

コーディネーターや協議体、行政庁内担当部局へ引き継ぐ。

３－１ 多様な参加のきっか

けづくり

STEP３：地域資源の充実

３－２ 今ある活動やサービ

スの強化

３－３ 新たな活動やサービ

スの開発

Point ✔ 地域の活動に興味があっても、参加まで踏み出せないでいる高齢者に対しては、学習会やちょっとした手

伝い等の参加のきっかけを用意する。

✔ 活動の仲間づくりの観点から支援を行うことで、活動の継続や活発化へのモチベーションが高まる。

Point ✔ 今ある活動等を地域で知ってもらうために、生活支援コーディネーターや協議体、行政がPRを行う。

✔ 意見交換会など、活動の担い手同士が学び合う機会を設けることや、団体・企業同士のマッチングによる

協働の推進が地域の基盤強化に繋がる。

Point ✔ 地域活動に関心のある人物と地域のニーズのコーディネートを行うとともに、その人の新たな活動が継続

するよう支援することで新たな活動が生まれる。

✔ 行政が考えたものの押しつけではなく、地域の関係者が「出来ること」、「やってみたいこと」から始める。

STEP２：地域資源の把握、地域課題の抽出
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総合事業（介護予防・生活支援サービス事業）等のロードマップ【第６～８期】（イメージ）

第６期 第７期 第８期

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

段
階

取
組
事
項

●
法
改
正

●
法
施
行

●
総
合
事
業

経
過
措
置
終
了

移行期 成長期①

●
体
制
整
備
事
業

経
過
措
置
終
了

成長期②

総合事業等の成長・発展の支援

取組に関する定期的な検証の実施

検証結果を踏まえた支援の展開

地域づくりに対する住民意識の醸成により、取
組が発展的に成長

円滑な移行のための支援

検証手法の
開発等

第６期詳細編参照
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文部科学省 大臣官房
文教施設企画部 施設助成課

廃校施設等の有効活用について
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「
み
ん
な
の
廃
校
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
～
企
業
活
用
編
～

少
子
化
に
伴
い
年
間
約

500
校
の
廃
校
が
生
じ
て
お
り
、
廃
校
施
設
は
地
方
公
共
団
体
に
と
っ

て
貴
重
な
財
産
で
あ
る
こ
と
か
ら
地
域
の
実
情
や
ニ
ー
ズ
に
よ
り
有
効
活
用
す
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

近
年
は
、
企
業
が
廃
校
施
設
を
工
場
や
オ
フ
ィ
ス
な
ど
に
活
用
す
る
取
組
が
増
え
て
お
り
、
廃

校
活
用
に
つ
い
て
地
域
か
ら
の
要
望
が
な
い
自
治
体
に
つ
い
て
は
、
企
業
を
誘
致
す
る
こ
と
で
雇

用
の
促
進
、
人
口
流
入
な
ど
地
域
の
活
性
化
に
つ
な
が
っ
て
い
る
事
例
も
見
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
廃

校
施
設
を
企
業
が
活
用
し
て
い
る
事
例
を
集
め
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
作
成
し
、
更
な
る
活
用
の
促
進
を

図
っ
て
い
ま
す
。

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
で
は
廃
校
施
設
の
活
用
に
至
る
ま
で
の
経
緯
や
活
用
す
る
メ
リ
ッ
ト
を
記
載
し
、
企
業

が
行
う
廃
校
施
設
の
活
用
に
つ
い
て
イ
メ
ー
ジ
し
易
い
構
成
と
し
て
い
ま
す
。

○
主
な
活
用
に
至
る
ま
で
の
経
緯

・
公
募
に
参
加

・
自
治
体
に
対
し
て
企
業
側
か
ら
事
業
提
案
を
実
施
等

○
主
な
メ
リ
ッ
ト

・
既
存
建
物
を
利
用
す
る
た
め
、
設
備
投
資
の
軽
減
や
事
業
の
早
期
着
手
が
可
能

・
体
育
館
な
ど
大
き
い
ス
ペ
ー
ス
を
利
用
し
て
高
い
生
産
量
の
確
保
が
可
能

・
教
室
ご
と
に
間
仕
切
ら
れ
た
空
間
が
使
い
易
い

・
廃
校
を
活
用
し
て
い
る
と
い
う
話
題
性
・
メ
デ
ィ
ア
か
ら
の
注
目
な
ど
Ｐ
Ｒ
効
果

・
静
か
な
環
境
で
業
務

等

１
．
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
ポ
イ
ン
ト

２
．
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
掲
載
し
て
い
る
活
用
事
例
（
抜
粋
）

ＩＴ
関
連
企
業
の
事
務
所
と
し
て
活
用
（
長
崎
県
南
島
原
市
）

市
か
ら
事
業
者
に
活
用
方
法
を
提
案
す
る
こ
と
で
活
用
に
至
っ

た
事
例
。
廃
校
施
設
を
事
務
所
と
し
て
活
用
し
、
ウ
ェ
ブ
デ
ザ
イ
ン

や
グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク
デ
ザ
イ
ン
を
含
め
た
ウ
ェ
ブ
ペ
ー
ジ
の
制
作
や
島

原
半
島
地
域
を
中
心
と
し
た
地
場
企
業
の
求
人
情
報
を
発
信
す
る

サ
イ
ト
を
運
営
し
て
い
る
。

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
施
設
と
し
て
活
用
（
千
葉
県
南
房
総
市
）

市
が
活
用
希
望
者
の
公
募
を
実
施
し
活
用
に
至
っ
た
事
例
。
廃
校

施
設
を
貸
し
オ
フ
ィ
ス
や
簡
易
宿
泊
所
等
と
し
て
活
用
、
ま
た
校
庭

に
は
小
屋
付
き
の
市
民
農
園
を
整
備
し
、
新
た
な
交
流
の
場
と
し
て

地
域
活
性
化
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

ド
ロ
ー
ン
の
製
造
工
場
と
し
て
活
用
（
山
梨
県
身
延
町
）

卒
業
生
が
母
校
の
廃
校
を
聞
き
つ
け
、
町
に
対
し
て
事
業
提
案
し
活

用
に
至
っ
た
事
例
。
廃
校
施
設
を
ド
ロ
ー
ン
の
開
発
・
製
造
工
場
と
し
て

活
用
し
て
い
る
。
体
育
館
の
広
い
ス
ペ
ー
ス
が
飛
行
訓
練
等
に
適
し
て

い
る
。

研
修
施
設
等
と
し
て
活
用
（福
島
県
須
賀
川
市
）

地
元
企
業
が
市
に
事
業
提
案
し
活
用
に
至
っ
た
事
例
。
廃
校
施
設
を

社
員
研
修
施
設
、
国
内
外
の
管
理
職
社
員
を
集
め
て
の
会
議
場
や
水

耕
栽
培
実
験
工
場
と
し
て
活
用
し
て
い
る
。
ま
た
、
地
域
住
民
と
の
交
流

を
目
的
と
し
た
催
事
拠
点
と
し
て
も
活
用
さ
れ
て
い
る
。

（
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
レ
イ
ア
ウ
ト
例
）

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
は
文
部
科
学
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
中

検
索

み
ん
な
の
廃
校
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今後のＳＳ過疎地対策について

資源エネルギー庁石油流通課
平成２９年６月
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SS過疎地対策の先進事例と４段階のプロセス
 ＳＳ数が減少し、既に安定的な燃料供給の継続に関する問題意識が高い自治体や地域住民が地域のＳＳ

を守るために、主体的に取り組む事例が増加。自治体による強いリーダシップや住民、関係者などによる課題
解決に向けた検討、事業者間での話合いなどにより、地域の実情に応じた取組がなされている。

 実際に地域の総合生活拠点としてのＳＳを整備していくには、①課題の認知、②検討、③実践、④評価・改
善の４段階のプロセスが必要。

 この１年間で、実際にいくつかの好事例が見られたため紹介する。

４段階のプロセス
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①経緯
 ７年前にＳＳが廃業し、最も近いＳＳまで１３キロ
離れてしまったため、地元住民にとって不便な状態
が続いていた。

 すさみ町は、将来想定される震災対応の拠点を整備
するため、平成２７年に「道の駅すさみ」に隣接す
る閉鎖中のＳＳを買い取り、町営のＳＳとして再建
した。

②取組内容
 すさみ町は、過疎地域自立促進特別措置法に基づく
過疎地域自立促進計画において、ＳＳ存続に向けた
供給体制構築の検討について位置づけた。

 資源エネルギー庁の補助金（約2,000万円）も活用し、
町が地下タンクを入れ換えるなどＳＳの整備を実施
した。

 地場のＳＳ事業者である堀谷石油が、指定管理者と
なり、平成２９年２月１６日に運営を開始した。

【事例１】 和歌山県すさみ町 ～自治体によるＳＳ再開～

【再開したＳＳ】

【隣接する道の駅すさみ】
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①経緯
 村内唯一のＳＳだった井上石油は社長夫婦で経営し
てきたものの、経営難に加えて後継者がいないこと
から、平成２８年７月に年内の廃業を決めた。

 危機感を抱いた川上村が、奈良県石油商業組合や全
石連の協力を得て協議会を立ち上げ、ＳＳの存続の
ための方策を検討した結果、川上村が出資する一般
社団法人「かわかみらいふ」が運営を引き継ぐこと
となった。

②取組内容
 かわかみらいふは、村民９名を雇用し、地元企業の
吉野ストアと連携した移動スーパー事業、ならコー
プと連携した日用品・生活雑貨等の宅配事業等の買
物弱者支援を手がけている（内閣府の地方創生加速
化交付金を活用した事業）。

 ＳＳ施設は井上石油が村に無償で譲渡し、井上社長
夫妻はＳＳ運営・経営を引き続きサポートしている。

● 平成２９年４月３日に公営のＳＳとして営業を開始
した。

【事例２】 奈良県川上村 ～村が出資する一般社団法人によるＳＳの継承～

【引き継いだＳＳ】

【日用品の宅配事業の様子】
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①経緯
 中央商会は、地域唯一のＳＳとして、豪雪山間部の生活維
持に不可欠な存在であるものの、厳しい経営が続き、消防
法規制対応の負担等のため、存続の危機に直面していた。

 地域内住民の高齢化が進み小口の灯油配達の注文が多く、
配送にムラがあり負担も大きかった。

②取組内容
 中央商会、全石連、資源エネルギー庁は仙北市と対応を協
議し、仙北市が対策のためのコンソーシアムを立ち上げた。

 中央商会は、資源エネルギー庁の予算を活用し、ＳＳの地
下タンクの漏洩防止等を実施し、地域エネルギー拠点とし
ての強化を図った。

 また、地域住民21世帯に灯油のホームタンク（200ℓ）を
配置し、各家庭の備蓄量を増やすことによって、大雪に
よる孤立事態への備えを強化するとともに、一回当たり
の配送量を増やし、配送効率の向上を実現した。

 さらに、住民の協力も得ながら、配送する曜日を集約させ
るなどの実証を実施した。

③成果・今後の予定
 灯油配送の効率化により余力が生じたマンパワーを活用し、
除雪事業等による油外収益の獲得を図る。

【事例３】 秋田県仙北市 ～実証事業を活用した厳寒地におけるＳＳ経営の多角化～

【中央商会のＳＳ】

【ホームタンクへの給油の様子】
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平成２８年度ＳＳ過疎地対策に係る説明会の実施

行政区域 開催日 出席者

北海道経済産業局 北海道 ７／２６（火） １５名（６自治体・３組合）

東北経済産業局 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島
県 ７／１３（水） １６名（６自治体・８組合）

関東経済産業局 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京
都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、静岡県 ７／２２（金） ３８名（１９自治体・９組合）

中部経済産業局 愛知県、岐阜県、三重県、富山県、石川県 ６／３０（木） ２１名（１０自治体・８組合）

近畿経済産業局 福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良
県、和歌山県 ７／８（金） １７名（７自治体・８組合）

中国経済産業局 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 ７／２０（水） １８名（７自治体・７組合）

四国経済産業局 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 ７／１９（火） ８名（４自治体・４組合）

九州経済産業局 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎
県、鹿児島県 ７／５（火） ２１名（６自治体・８組合）

沖縄総合事務局 沖縄県 ７／２５（月） １３名（８自治体・２組合）

 平成２８年度は、地域におけるＳＳ過疎地対策を促すため、各経済産業局単位において、自治体や石油組
合を対象とした説明会を実施し、ＳＳ過疎地に係る現状や支援策を説明するほか、管内の現状把握や組合
等と今後の見通し等についての意見交換を要請。

 多くの自治体は、ＳＳ過疎地問題を当該地域の問題と認識しているが、行政としての対策を考えるまでには至っ
ていないのが実態。
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課題認識・検討プロセスの強化のために
 ４つのプロセスのうち、①課題の認識、②検討のプロセスが進んでいかない現状の改善が求められている。
 いざＳＳが閉鎖する段階になって、はじめて課題認識する事態を招いた場合、取り得る対策の選択肢が狭まり

事態打開がより一層困難となる。先行事例を見ても、数年にわたる丁寧な地元での調整があってこそ可能となる
アプローチが多いことから、地元の課題を早期に見据えて共有し、計画を作り、実行に移していくことが求められる。

４段階のプロセス

関係者で協議
（協議会設置
も有効）

市町村毎の
自主目標設定
・目標期日
・目標ＳＳ数等

自主行動計画
の策定

課題認識・検討プロセ
スの強化

SS過疎地協議会
によるサポート SS過疎地対策協議会としての支援内容

・SSの販売量・経営継続見込み等の情報提供
・SS立地情報把握システムによる域内のＳＳ立地の情報提供
・SS過疎地実態調査の結果報告の共有
・都道府県石油組合、関連石油元売会社等との橋渡し 等
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市町村毎の目標策定の考え方
 平成２８年度ＳＳ過疎地実態調査によると、販売量（ガソリン・灯油・軽油の合計）が月間50KLよりも少な

くなると、1L当たりの物流コスト、人件費が高コストとなり、競争力を失い、経営状況が厳しくなることが判明。

 過疎地においては、特に燃料需要の中長期的な減少が見込まれるものの、都会に比べて代替的なビジネスモデ
ルの確立も難しく、ＳＳの新陳代謝が進みにくいことから、何も対策を講じないと過剰なSSが共倒れに陥る可能
性がある。

 従って、まずは地域の燃料アクセスの維持・利便性維持の観点から、 市町村毎に、①目標期日、②目標ＳＳ
数、③残すべきＳＳの移転の必要の有無等を含む自主目標を設定すべきである。

 例えば、現状50KLのSSが３箇所ある自治体の燃料需要が、今後１０年で1/3減少する場合（現状
150KL→10年後100KL）、SS数を2箇所に集約しないと、サステナブルなSS経営は困難。これを放置すると、
急にＳＳ数が３箇所から一気に０箇所になることも懸念される（共倒れシナリオ）。

 地域住民の利便性の観点から、SS個店の経営効率化に加え、地元の住民による協力（ローリーの配達時間
の限定等）、自治体による公的支援を前提として、SSを3箇所維持する目標を地元が選択することもあり得る。

50KL

50KL50KL

35KL

30KL35KL
50KL50KL

（現状） （共倒れシナリオ） （集約・移転シナリオ）

OR

合計
150KL

合計
100KL

合計
100KL
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市町村毎の自主行動計画の考え方
 対策の考え方として、まずは供給側の自助努力が前提である。具体的には、①高齢者の見守りサービスや灯油

の巡回販売等地域のニーズに応えられる地域総合サービス拠点化や物流合理化等のＳＳ個社の効率化努力、
②複数のＳＳで集約する等の取組もある。

 供給サイドの取組や、地元や需要家による協力があっても、住民の利便性維持の観点から必要なＳＳ数が維
持できない場合には、自治体等による公的な支援の導入が求められる。

①SS個社の効率化
・油外ビジネス拡大
・物流合理化
・人材確保等

②複数SS・地域での取組
・集約・移転等
・事業承継
・経営体の見直し

③地元・需要家による協力
・地元ＳＳとの官公需契約の促進
・地元での給油活動の推進
・ローリーの配達時間の限定 等

④公的な支援（公益性の認められる範囲）
・自治体によるＳＳ所有・設備投資支援
・国による設備投資支援・人材マッチング支援等
・福祉灯油のような消費者への価格補填型アプローチ等

供
給
側

需
要
家
側

公
的
支
援
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平成２９年度の取組の進め方
 地域の燃料アクセスを維持するためには、過疎地の自治体が率先して、地域の将来を見
据え、地域で確保するＳＳの将来目標を設定し、地域の実態を踏まえた対策を、自治
体のリーダーシップの元で早期に実施する必要がある。

 平成２８年度ＳＳ過疎地実態調査の結果を過疎市町村毎に「市町村カルテ」として集
計し、平成２９年度は各ＳＳ過疎自治体に対し、市町村カルテを共有しつつ、各自治
体において①関係者による対話・協議の開始、②自主目標設定、③ＳＳ維持アクション
プランの策定を行っていただきたい。

 各自治体が今後の目標設定・アクションプランを策定するに当たって、ＳＳ過疎地協議会
（事務局：資源エネルギー庁石油流通課）でもサポートしていくとともに、アクションプラン
策定に当たってのビジネスモデルの検討支援を今後は強化していきたい。

 今後、ＳＳ過疎地における自発的な取組を促し、サポートしていくとともに、各自治体の
進捗状況をフォローアップし、来年度に開催する協議会で報告したい。

 加えて、先進的な過疎地のビジネスモデルの構築やコスト低減等に資する技術開発等に
係る実証を進めていく。
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